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議案第1号 平成22年度平塚市一般会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第2号 平成22年度平塚市競輪事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第3号 平成22年度平塚市国民健康保険事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第4号 平成22年度平塚市下水道事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第5号 平成22年度平塚市水産物地方卸売市場事業特別会計補正予
算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第6号 平成22年度平塚市老人保健医療事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第7号 平成22年度平塚市介護保険事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第8号 平成22年度平塚市農業集落排水事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第9号 平成22年度平塚市病院事業会計補正予算　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第10号 平塚市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第11号 平塚市特別会計条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第12号 平塚市営住宅条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第13号 平塚市国民健康保険条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第14号 平塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ × × × ○ × 可決

議案第15号 平塚市民病院の診療費その他の費用の徴収に関する条例の
一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第16号 指定管理者の指定について〔平塚市福祉会館及び平塚市七
国荘〕 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第17号 指定管理者の指定について〔花水小学校区放課後児童クラブ〕 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第18号 指定管理者の指定について〔旭小学校区放課後児童クラブ〕 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第19号 平成23年度平塚市一般会計予算　 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決
議案第20号 平成23年度平塚市競輪事業特別会計予算　 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決
議案第21号 平成23年度平塚市国民健康保険事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ × × × ○ × 可決
議案第22号 平成23年度平塚市下水道事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第23号 平成23年度平塚市水産物地方卸売市場事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第24号 平成23年度平塚市介護保険事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第25号 平成23年度平塚市農業集落排水事業特別会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第26号 平成23年度平塚市後期高齢者医療事業特別会計予算　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第27号 平成23年度平塚市病院事業会計予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
議案第28号 平塚市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第29号 工事請負変更契約の締結について〔消防署大野出張所・消防
訓練施設新築工事（建築）〕 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第30号 平成22年度平塚市国民健康保険事業特別会計補正予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
会議案第1号

（議員提出議案）ＪＫＡ交付金制度の改善を緊急に求める意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

会議案第2号
（議員提出議案）環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

報告第1号 専決処分の報告について

議　案　の　審　議　結　果

請　願　の　審　査　結　果

可決した意見書

　近年、競輪事業は、長引く景気の低迷やレジャーの多様化等の影響
を受けて、車券売上げが大幅に減少している。
　各競輪事業施行者においては、経営の合理化・効率化・開催経費の
削減等、事業継続に向けて懸命な努力を続けているものの、収支状況
は悪化の一途をたどっている。
　平成２２年度においても売上げの落ち込みは激しく、このままでは競
輪事業から撤退せざるを得ない施行者が続出することが予想され、一
刻の猶予も許されない状況となっている。
　こうした中、現在、経済産業省の競輪事業のあり方検討小委員会に
おいては、ＪＫＡ交付金を含めた競輪事業のあり方について検討され
ているところであるが、この小委員会では、経済産業省からさらなる
落ち込みが見込まれるとする競輪事業の売上げ予測や、競輪場の統廃
合を前提とした競輪事業の採算性の試算などが資料として提供されて
いると聞き及んでいる。
　全国競輪主催地議会議長会においては、これまでも競輪事業を存続
していくために、従来の対策から一歩も二歩も踏み込んだ抜本的な改
革を求めてきており、競輪事業の将来を見据えたグランドデザインを
描くことが急務であると考えている。
　競輪事業のあり方検討小委員会での議論も、そうした方向に終結す
るものと思われるが、その後のステップにおいて、確かな戦略性を持っ
た最善の方策を樹立するためには、競輪事業が地方財政や地域経済に
多大な貢献をしていることに十分配慮し、すべての施行者と競輪関係
団体が参画し、総力を挙げて取り組むものとしなければならない。
　そのためには、まずは、現下の危機的な状況に対処しなければならず、
平成２３年度からの交付金の交付率の大幅な削減が必要不可欠である。
　よって国においては、これまで我が国及び地域社会に貢献してきた
競輪事業が継続できるよう、下記事項のとおり見直されるよう強く要
望する。

記
１�　競輪事業が、社会経済状況の悪化と硬直化した制度により、その
事業の継続が困難となっている状況を踏まえ、平成２３年度からの交
付金の交付率を総体で１％以下とすること。

ＪＫＡ交付金制度の改善を緊急に求める意見書

　政府は、昨年１１月９日に環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協
定の情報収集を進めるために、関係国との協議を開始することなど
を内容とする「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議決定した。
　その後、菅首相は本年１月２９日の世界経済フォーラム年次総会（ダ
ボス会議）で「開国と絆」をテーマに講演し、環太平洋パートナー
シップ（ＴＰＰ）協定について「関係国と協議を続け、今年６月を
めどに交渉参加に関する結論を出す」と表明した。
　アジア・太平洋地域内での自由貿易圏を構築するための環太平洋
パートナーシップ（ＴＰＰ）協定は、関税の撤廃により、農林水産
業を始めとする物品の貿易自由化だけでなく、金融サービス、政府
調達、知的財産、労働などの分野の自由化も想定されており、日本
の第一次産業、地域経済、国民生活に与える影響は非常に大きいも
のから、充分な議論をつくす必要がある。
　仮に環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定参加となれば、輸
出面の効果が期待される。しかし、低価格の農林水産物が大量に輸
入され、国内の第一次産業は深刻な影響が生じることが危惧される。
　よって、国におかれては、次の事項について特段の配慮がなされ
るよう強く要望する。

記
１�　環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に係る協議を開始す
る前に、経済効果のみならず、各界各層による多方面から幅広い
国民的議論を尽くすこと。

２�　貿易自由化により最も影響を受けやすい分野である農林水産業
については、安全な食料の安定供給、食料自給率の向上、農林水
産業の振興等を損なわないよう施策を講ずること。

※市庁舎建て替えによる議事堂の解体に伴い、市議会６月
定例会は勤労会館で開催します。日程など詳しくは平塚市
議会ホームページをご覧いただくか、議会局（☎21-8791）
までお問い合わせください。

　次回は5月中旬
に臨時会、6月上
旬から定例会を開
催します。

議会を傍聴しませんか

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に関する意見書

会　派　名　等 所　属　議　員　名
平 塚 ク ラ ブ 片倉章博　野崎審也　岩田耕平　出縄喜文　臼井照人　伊藤　裕

金子修一　（７人）

湘 南 民 主 ク ラ ブ 府川正明　山口　聖　小泉春雄　山原栄一　出村　光　水野泰助
（６人）

清 風 ク ラ ブ 坂間正昭　須藤量久　黒部栄三　落合克宏　吉野和美　（５人）
公 明 ひ ら つ か 秋澤雅久　鈴木晴男　伊東尚美　永田美典　松崎清子　（５人）
市 民 派 の 会 後藤輝彦　端　文昭　（２人）
日本共産党平塚市議会議員団 渡辺敏光　松本敏子　（２人）
無 所 属 江口友子（A）　高橋紀英（B）　厚見利子（C）　

番　号 件　　名 付託委員会 委員会審査結果 本会議結果
平成22年
請願第4号

携帯電話中継基地局の設置に関する条例の制定を求める
請願

総務経済
常任委員会 継続審査 継続審査

平成22年
請願第5号

所得税法第５６条廃止の意見書を国に提出することについ
ての請願書

総務経済
常任委員会 継続審査 継続審査

請願第1号 国税通則法改悪反対の決議を求める請願書 総務経済
常任委員会 継続審査 継続審査

請願第2号 住宅リフォーム助成制度の創設を求める請願書 総務経済
常任委員会 不採択 不採択

請願第3号 国民健康保険税の引き上げをしないことを求める請願書 ― ― 不採択

臨時会・定例会のお知らせ


